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NTT東日本

技術協力センタの発足

NTT東日本技術協力センタは昭和38年
に日本電信電話公社における電気通信研究
所 技術協力部として発足しました．当時
の技術協力部は，機構部品技術研究室，回
路部品技術研究室，電子管技術研究室，固
体部品技術研究室，有機材料技術研究室，
金属材料技術研究室，および庶務係からな
る 6 研究室・1 係で構成され，部材の改良・
実用化や研究所内の各研究室へ技術協力を
行うことが役割とされていました．

昭和60年における日本電信電話公社の民
営化後，研究開発体制の大規模な再編の結
果，昭和62年に技術協力部は技術協力セン
タへと名称を変更しました．こうして技術
協力センタは，当時の技術協力部員数の 3
分の 1 にあたる約60名の構成メンバによ
る，NTT社内に対する技術協力・独自分
野の研究開発などを担う組織として誕生し
ました．

さらに平成11年の NTT 再編とともに
NTT東日本 サービス運営部の所属となり，
その間に行われた複数部門の統廃合を経て，
現在の「アクセス技術」「材料技術」「EMC
技術」「ネットインタフェース技術」の 4
技術担当体制になりました．なお，技術協
力の西日本への効率的運用を図るため
NTTネオメイトブロードバンドエンジニ
アリング部内に技術協力担当が平成19年に
新設されたことを契機に，現在は高度保全
技術者の育成と技術支援強化を目的として
NTT西日本社員が技術協力センタ内に常
駐し，NTT東日本社員と協働して技術協
力活動に取り組んでいます．

技術協力センタの所在は平成13年に東京
都武蔵野市から品川区東五反田の旧関東逓

信病院（現NTT東日本関東病院）職員寮
と研究棟へ移転し，さらに蒲田電話局跡地
の一部を再開発したネクストサイト蒲田ビ
ル（大田区蒲田本町）へ平成22年に再移転
し現在に至っています（図 1 ）．

技術協力活動の変遷

発足当初の技術協力部は電気通信研究所
内外を対象に技術協力活動を行っていまし
た．研究所外からの依頼に対しては当時の
技術局を通して実施していましたが，現地
で生じる技術的問題の件数が昭和40年ごろ
から増加するとともに，内容の高度化・多
様化に対して迅速な対応が求められるよう
になったため，地域の11電気通信局（東京・
関東・信越・東海・北陸・近畿・中国・四
国・九州・東北・北海道）から直接依頼を
受けるルートを新たに設けました．この結
果，これら電気通信局を含む事業部門から
の依頼件数が急増し，さらに昭和55年度ご
ろからは技術協力活動成果報告会・各地域
における技術相談会・各種展示会への出展
などの広報活動を強化したことで，依頼件
数は増加しました．そして昭和57年度以降
は地域の電気通信局からの依頼件数が本社
からのそれを上回るようになり，現場機関
への技術的サポートという技術協力部の
ミッションがより鮮明になりました．特に
このころは加入電話の積滞解消が進み，通
信設備の建設が一段落した時期であったた
め，既存設備の劣化診断・腐食対策等の維
持管理の必要性が高まるとともに，宅内機
器においては機能の多様化・電子化に伴う
通話トラブルが発生するなど，技術協力部
が現場へ果たす役割はますます重要になり
ました．

昭和60年代から平成初期にかけての依頼
内容は線路分野と宅内分野とで全体の70％
を占め，老朽化が進む屋外設備の維持管理
に関する相談の伸び率も高くなりました．
昭和63年に開始されたISDN（Integrated 
Services Digital Network）サービスを
契機に通信サービスは多様化し，再現性の
低い特異故障やEMC対策（電磁雑音・雷
対策）などの複雑な問題を含む依頼案件が
増加しました．現場からのこのような要請
にこたえるため，昭和62年度から平成 5 年
度の間，TASC（Technical Assistance & 
Support Center）フォーラムと題したイ
ベントを開催し，技術協力事例や技術協力
センタ開発品の紹介を通して現場の技術力
向上に努めました．平成 8 年には，これら
技術協力事例等を掲載した故障対策ホーム
ページをNTTグループ会社向けに開設し
ました．

平成10〜20年代のNTTの通信サービス
ではBフレッツやフレッツ光ネクストといっ
たサービス名で知られるように，通信速度
を高速化したサービスが次々に登場しまし
た．また，これまでの音声通信・データ通
信だけでなく，ひかりTVやフレッツ・テ
レビといった映像配信サービスも登場しま
した．高速通信・映像配信に対応した機器
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や光ファイバケーブルがお客さま宅内やア
クセス網へ広まった結果，パケットロス等
のIP通信トラブルや光ファイバケーブルの
端末処理・接続工事に起因する故障，映像
の品質評価の相談が増加しました．近年は
新たな無線通信方式であるローカル5G（第
5 世代移動通信システム）が普及し始めて
おり，それを対象とした電波干渉等のトラ
ブル相談なども寄せられるようになりまし
た．このように，新たなサービス・設備・
技術の導入に応じてそれらに関する新たな
トラブル・相談が生まれる一方，長期利用
が求められる鉄塔などの大規模構造物やメ
タルケーブルなどのレガシー設備を対象と
した相談も引き続き存在します．技術協力
センタは発足以降，技術のプロフェッショ
ナル集団として新旧さまざまな技術分野の
トラブル・相談に対して技術協力活動を
行っています．

技術担当の取り組み

NTTグループは電気通信サービスをお
客さまへ提供するために，お客さま宅と
NTT通信ビルとをつなぐ区間にさまざま
な通信設備を構築しています．サービスの
多様化に応じて設備の種別は多岐にわたり，
また，複数サービスを混在利用するなど通
信環境が複雑化する状況もあるため，通信
トラブル発生の際に原因究明は難解となる
ケースがあります．また，所外の設備は日
本全国津々浦々にわたり面的に存在するた

め，厳しい所外環境に曝される設備もあり
ます．そのため，思いもよらないトラブル
が発生するケースもあります（図 2 ）．

このような種々の難解故障に対峙するた
め，現在の技術協力センタは13の専門技術
分野を扱う 4 技術担当，すなわち，「光」「メ
タル」「生物被害」を専門とするアクセス
技術担当，「ビジネスフォン」「宅内IP」「レ
ガシー回線」を専門とするネットインタ
フェース技術担当，「電柱」「環境評価・分
析」「材料劣化・分析」を専門とする材料
技術担当，「無線」「電磁誘導」「電磁ノイズ」

「雷・過電圧」を専門とするEMC技術担当
と，センタ内の企画・総務系業務を支える
企画支援担当とで構成され，難解故障の原
因究明や解析ツールの開発などに取り組ん

でいます（図 3 ）．
ここからは各技術担当のミッションと技

術協力活動例を簡単に紹介します．
■アクセス技術担当

アクセス技術担当は，NTT通信ビルと
お客さま宅をつなぐアクセス区間における，
メタル・光ファイバの通信ケーブル・OLT

（Optical Line Terminal），ONU（Optical 
Network Unit）等の伝送装置・ケーブル
接続部におけるクロージャ等の線路設備な
どで発生した難解故障の原因究明と対策方
法の確立を主なミッションとしています．

近年の技術活動例としては地下メタル
ケーブルの引き戻しが挙げられます．地下
管路内に敷設された通信ケーブルは地上を
走行する車両の振動の影響を受けて徐々に
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宅内装置

宅内装置

海塩粒子

異物混入

振動

硫害

図 2 　お客さま宅 - NTT局舎ビル間の設備構成とトラブルの例
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移動する場合があります．この現象はク
リーピングと呼ばれ，移動に伴いケーブル
が過度に曲がる等の異常を引き起こし，ひ
いてはケーブル破損を発生させる可能性が
あります．そこでアクセス技術担当では，
移動してしまったケーブルを元の場所に引
き戻すためのケーブル引き戻し装置を開発
しました（図 4 ）．本装置はケーブル移動
を生じたマンホール内の壁面に取り付けて
使用します．装置に組み込まれた油圧シリ
ンダに油圧ポンプから圧力を加えることで，
ケーブルをマンホール壁面から遠ざける方
向へ引っ張り，移動したケーブルを引き戻
すことができます．本装置は全国の現場で
利用され始めており，深刻な設備トラブル
の防止や現場の保守稼働の削減に寄与して
います（1）．
■ネットインタフェース技術担当

ネットインタフェース技術担当は，お客
さま宅内機器におけるPSTN・ISDN・IP
ネットワークを介した通信トラブルの原因
究明と対策方法の確立を主なミッションと
しています．IPを用いた通信方式が主流と
なった現代においては，ビジネスフォンに
おけるひかり電話サービスの通話トラブル
や，VPNルータを介した拠点間通信トラ
ブルなど，IPサービスでの難解な故障相談
が現場から多く寄せられています．

IP通信のトラブルに対する原因究明では，
通信ネットワーク内を疎通するIPパケット
の解析が有効です．そのためにはパケット
キャプチャ装置等を用いた解析対象パケッ
トの取得が必要であるとともに，トラブル
が発生している現場のネットワーク構成を
把握することが欠かせません．しかしIP通
信の導入当時はパケット取得に技術的スキ
ルを要し，また，目視でのネットワーク構
成の確認は見落としのリスクがあるなどの
現場課題がありました．そこでネットイン
タフェース技術担当は専門的なスキルがな
くても容易に使用できるパケットキャプチャ
装置やネットワーク構成を自動作成するア
プリケーションを開発し，現場の保守業務
課題の解決に貢献しています（2）．
■材料技術担当

材料技術担当は，電柱・鉄塔などの通信
設備や部材の腐食劣化に起因する破損等の
トラブルに対して材料的な観点から原因究
明や対策立案を行っています．

腐食のトラブル事例としては，海岸付近
に設置された鋼管柱において海上から飛来
する海塩粒子が柱表面の腐食を促進させる
事案や，温泉地帯のお客さま宅内で利用さ
れているONUにおいて，近辺の噴気孔か
ら発出された硫化水素ガスがONUの内部
基盤を腐食させる事案が挙げられます．通
信設備は長年にわたって利用されるととも
に屋外の厳しい自然環境下に設置されるこ
とも少なくないため，材料劣化に関するさ
まざまなトラブルが起こり得ます（3）．この
ような事態を防ぐため，設備の定期的な点
検や長寿命化対策は重要であり，材料技術
担当では効果的な点検方法の確立や防食性
に優れた材料を用いた設備開発にも取り組
んでいます．
■EMC技術担当

EMC技術担当は，落雷に起因した通信
機器の破壊などの雷サージ，可聴雑音や機
器のリンクダウンを引き起こす通信線等か
らのノイズ，送電線や電鉄での地絡等によ
る通信線への電磁誘導，無線通信にかかわ

る電波干渉などのトラブルに対する原因究
明や対策立案を主なミッションにしていま
す．

近年では5Gの一形態であるローカル5G
が知られていますが，この利用にあたって
は電波起因のトラブルを生じぬよう事前の
電波調査等が求められます．電波調査では
電波強度や信号対ノイズ比などの，電波品
質にかかわるさまざまな指標を測定します
が，一般的に電波調査が可能な測定器は高
価であり，また，測定結果の解析に高度な
専門スキルを必要とします．そのためロー
カル5Gのトラブルが現場で発生した場合，
容易に解決できない事態が想定されました．
そこでEMC技術担当ではローカル5Gの普
及に先駆けて，安価でかつ簡易に電波品質
の測定と解析を可能とする測定器「ローカ
ル5Gテスタ」を開発しました（図 5 ）．本
測定器は市販のノートPCとローカル5G対
応端末で構成され，技術協力センタ開発の
ソフトウェアをPCにインストールして使
用します．受信電力等の無線通信の各種指

図５ローカル５Gテスタの外観図

ローカル５G端末

Windows PC

図 5 　ローカル5Gテスタの外観図

図４ ケーブル引き戻し装置構成

本体部 ポンプ部

図 4 　ケーブル引き戻し装置構成
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標を測定でき，良否判定機能も具備してい
るため電波トラブル発生時の原因を容易に
究明できるようになりました（4）．

技術協力センタのこれから

技術協力センタは昭和38年に技術協力部
として発足以来，試験研究・技術開発・技
術普及等の広範な技術協力活動を60年以上
にわたって行ってきました（図 6 ）．各々
の活動で得られた技術的知見は技術協力セ
ンタ内でデータベース化され，在籍メンバ
の技術協力活動に活かされています．また，
これらの技術的知見にかかわる基礎知識や
故障事例は技術協力センタ著作の書籍『全
国の現場で役立つ 通信設備のQ&A』で分

かりやすく解説しており，2025年 8 月には
第 4 版として改訂版を約 9 年ぶりに発行し
ました（図 7 ）．最新の活動事例は定期的
に故障対策ホームページ上でも発信し続け
ており，つくばフォーラムやマイスターズ
カップなどの展示会へも継続的に出展する
ことで現場保守者の故障解決スキル向上に
努めています．さらに2024年度の現場力向
上フォーラムおよび2025年度のマイスター
ズカップからは，「技協まつり」と題して
各技術担当者が携わった故障事例を現場保
守者向けに発表するイベントを開始し（5），
技術協力センタのノウハウをより一層展開
できるよう企画・実践しています．技術協
力センタはこれからも，先人たちが築き上
げてきた知見を活かし，そしてさらなる磨
きをかけて，現場課題に対峙する技術のプ
ロフェッショナル集団として技術協力活動
を行っていきます．
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技術協力センタは通信設備の保守・運用に携わる
現場の方々のために，技術サポートを通して現場の
課題解決に貢献していきます．
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